
北海道告示第11582号

北海道が令和５年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等交付に関する権限の委任欄に

掲げる職にある者に委任する。

令和５年12月８日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その18）

補助金等を交付する事 交 付 申 請 書 の 提 出 部
補 助 金 等

務又は事業の名称及び 補助対象者 補助対象経費 補助率等
交付申請書に添付す 実績報告書に添付す

数、提出期限及び提出
の 交 付 に

摘 要

その目的又は趣旨
べき関係書類 べき関係書類

先
関 す る 権

限の委任

１ 医療施設等非常用 非常用自家 １ 非常用自家発 0.33 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

自家発電設備及び給 発 電設備（病 電設備整備又は 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

水設備整備事業 院 の診療機能 更新に必要な工 (寄 附 金 そ の 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

災害により長期の を ３日程度維 事費又は工事請 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉部

停電又は断水が発生 持 するために 負費 あるときは、 保福第32号様式 別に指示する様式 地域推進局

しても医療機関等の 必 要な燃料の ２ 非常用自家発 補助金等の額 別に指示する様式 医務薬務課

診療機能を維持する 備 蓄又は自然 電設備の燃料タ の算定に当た

ために必要な電気及 エ ネルギーの ンク増設又は補 り、当該寄附

び水を確保できるよ 活 用等による 強等に必要な工 金その他の収

う、非常用自家発電 蓄 電機能を有 事費又は工事請 入金の控除等

設備及び給水設備の す るものに限 負費 を行う。 )
整備強化等を図るこ る 。） 又 は 給 ３ 受水槽整備又

とを目的とし、予算 水 設備（病院 は更新に必要な

の範囲内で交付す の 診療機能を 工事費又は工事

る。 ３ 日程度維持 請負費

す るために必 ４ 給水設備整備

要 な水を確保 （地下水利用の

す る受水槽又 ための設備整備、

は 地下水利用 受水槽増設又は

のための設備） 補強等）に必要

を 整備する次 な工事費又は工



の者とする。 事請負費

ただし、２ ただし、次に掲

及 び３におい げる費用について

て は、水防法 は、補助の対象外

（昭和 2 4年法 とする。

律第193号）に (1) 土地の取得又

基 づき国土交 は整地に要する

通 大臣、都道 費 用

府 県知事若し (2) 門、柵、塀及

く は市町村長 び造園工事並び

が 公表する浸 に通路敷設に要

水想定区域（洪 す る 費 用

水 ・雨水出水 (3) 設計その他工

・ 高潮）又は 事に伴う事務に

津 波防災地域 要 す る 費用

づ くりに関す (4) 既存建物の買

る法律（平成2 収に要する費用

3年法律第 123 (5) その他の整備

号 ）に基づき 費として適当と

都 道府県知事 認められない費

が 公示する津 用

波 災害警戒区

域 に所在し、

地 域の医療提

供 体制の確保

の 観点から当

該 区域から移

転 することが

で きない医療

機 関であるこ

と。

１ 救命救急

センター、

へき地医療

拠点病院、



へき地診療

所（病床を

有する診療

所に限

る。）、周産

期母子医療

センター、

地域医療支

援病院、特

定機能病院

の開設者と

す る 。（ 地

方公共団体

及び地方独

立行政法人

を除く。）

２ 国民健康

保険団体連

合会、国民

健康保険組

合、日本赤

十字社、社

会福祉法人

恩賜財団済

生会、全国

厚生農業協

同組合連合

会及び社会

福祉法人北

海道社会事

業協会の設

置する病院

及び診療所

（病床を有

する診療所



に限るもの

と す る 。）

の開設者と

する。

３ 病院群輪

番制病院、

共同利用型

病院、救急

告示病院、

在宅当番医

制病院、在

宅当番医制

診療所、在

宅当番医制

歯科診療所、

休日夜間急

患センター、

休日等歯科

診療所、時

間外診療実

施診療所、

小児救急医

療拠点病院、

在宅医療実

施病院、在

宅医療実施

診療所、在

宅医療実施

歯科診療所、

がん医療実

施診療所、

脳卒中医療

実施病院、

腎移植施設、

老人デイケ



ア施設、共

同利用施設

の開設者と

す る 。（ た

だし、地方

公共団体、

地方独立行

政法人、国

民健康保険

団体連合会、

国民健康保

険組合、日

本赤十字社、

社会福祉法

人恩賜財団

済生会、全

国厚生農業

協同組合連

合会及び社

会福祉法人

北海道社会

事業協会を

除くものと

し、診療所

については、

病床を有す

る診療所に

限るものと

する。）

２ 病院内保育施設施 国民健康保 病院内保育施設 ３分の１ 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

設整備費補助金 険 団体連合会 の新築・増改築及 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

医療関係従事者の 及 び国民健康 び改修（既存の病 （寄附金その 保福第１の20号様式 保福第 450号様式 る日

子育て支援、離職防 保 険組合、日 院内保育所の改修 他の収入金が 保福第 450号様式 その他別に指示する 提 出 先 保健福祉部

止及び再就業の促進 本 赤十字社、 は 除 く 。） に 要 す あるときは、 その他別に指示する 様式 地域医療推



を図るため、予算の 社 会福祉法人 る工事費又は工事 補助金等の額 様式 進局医務薬

範囲内で補助する。 恩 賜財団済生 請負費とする。た の算定に当た 務課

会 、厚生農業 だし、次に掲げる り、当該寄附

協 同組合連合 費用については、 金その他の収

会 、社会福祉 補助の対象外とす 入金の控除等

法 人北海道社 る。 を行う。）

会 事業協会、 (1) 土地の取得又

国 家公務員共 は整地に要する

済 組合及びそ 費 用

の 連合会、健 (2) 門、柵、塀及

康 保険組合及 び造園工事並び

びその連合会、 に通路敷設に要

社会福祉法人、 す る 費 用

一 般社団法人 (3) 設計その他工

又 は一般財団 事に伴う事務に

法 人等 要 す る 費用

(4) 既存建物の買

収に要する費用

(5) その他の整備

費として適当と

認められない費

用

３ 看護師勤務環境改 医療法（昭 看護職員が働き ３分の１ 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

善施設整備費補助金 和23年法律第2 やすく離職防止に 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

医療の高度化に対 0 5号）第７条 つながるナースス （寄附金その 保福第１の20号様式 保福第 450号様式 る日

応可能なナースステ の 規定に基づ テーション、処置 他の収入金が 保福第 450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

ーションの拡充、処 き 許可を受け 室、カンファレン あるときは、 別に指示する様式 地域医療推

理室及びカンファレ た 病院及び診 スルーム等の新築、 補助金等の額 進局医務薬

ンスルーム等の拡張 療 所、又は同 増改築、改修に要 の算定に当た 務課

や新設等看護職員が 法 第８条の規 する工事費又は工 り、当該寄附

働きやすい合理的な 定 に基づき届 事請負費。ただし、 金その他の収

病棟づくりなど勤務 出 した診療所 次に掲げる費用を 入金の控除等

環境改善整備をする の 開設者で、 除く。 を行う。）

ことにより、看護職 次 に掲げる者 (1) 土地の取得又



員の離職防止を図る ( 地 方 自 治 法 は整地に要する

ことを目的として、 （昭和 2 2年法 費用

予算の範囲内で交付 律第 6 7号 ）第 (2) 門、柵、塀及

する。 １ 条の３に規 び造園工事並び

定 する地方公 に通路敷設に要

共 団体及び地 する費用

方 独立行政法 (3) 設計その他工

人法（平成 15 事に伴う事務に

年 法 律 第 1 1 8 要する費用

号 ）第２条第 (4) 既存建物の買

１ 項に規定す 収に要する費用

る 地方独立行 (5) その他の整備

政 法 人 を 除 費として適当と

く。)。 認められない費

(1) 社会福祉 用

法人

(2) 健康保険

組合及びそ

の連合会

(3) 国民健康

保険組合及

びその連合

会

(4) 学校法人

及び準学校

法人

(5) 社団法人

及び財団法

人

(6) 医療法人

(7) その他知

事が適当と

認める者

４ 看護師宿舎施設整 医療法（昭 看護職員が働き ３分の１以内 保福第１の16号様式 保福第 1の 30号様式 提出部数 １部



備費補助金 和23年法律第2 やすく離職防止に 保福第１の18号様式 保福第 1の 31号様式 提出期限 別に指示す

看護師宿舎の新築 0 5号）第７条 つながる看護師宿 （寄附金その 保福第１の20号様式 保福第 450号様式 る日

及び増改築等による の 規定に基づ 舎の個室整備に伴 他の収入金が 保福第 450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

個室化整備を行うこ き 許可を受け う新築、増改築、 あるときは、 別に指示する様式 地域医療推

とにより、看護職員 た 病院及び診 改修に要する工事 補助金等の額 進局医務薬

の離職防止及び就業 療 所、又は同 費又は工事請負費。 の算定に当た 務課

定着を図ることを目 法 第８条の規 ただし、次に掲げ り、当該寄附

的として、予算の範 定 に基づき届 る費用を除く。 金その他の収

囲内で交付する。 出 した診療所 (1) 土地の取得又 入金の控除等

の 開設者で、 は整地に要する を行う。）

次 に掲げる者 費 用

( 地 方 自 治 法 (2) 門、柵、塀及

（昭和 2 2年法 び造園工事並び

律第 6 7号 ）第 に通路敷設に要

１ 条の３に規 する費用

定 する地方公 (3) 設計その他工

共 団体及び地 事に伴う事務に

方 独立行政法 要する費用

人法（平成 15 (4) 既存建物の買

年 法 律 第 1 1 8 収に要する費用

号 ）第２条第 (5) その他の整備

１ 項に規定す 費として適当と

る 地方独立行 認められない費

政 法 人 を 除 用

く。)。

(1) 社会福祉

法 人

(2) 健康保険

組合及びそ

の連合会

(3) 国民健康

保険組合及

びその連合

会

(4) 学校法人



及び準学校

法人

(5) 社団法人

及び財団法

人

(6)医療法人

(7)その他知事

が適当と認

める者

５ 地域薬剤師確保推 一般社団法人 提出部数 １部

進事業 北海道薬剤師会 提出期限 別に指示す

本道における地域 る日

包括ケア体制の構築 提 出 先 保健福祉部

を促進し、もって道 地域医療推

民の保健医療福祉の 進局医務薬

向上に資するため、 務課

未就業女性薬剤師等

の復職支援事業並び

に薬剤師バンクを活

用した就業あっせん

及び薬剤師派遣事業

に対し、予算の範囲

内で補助する。

(1) 未就業女性薬剤

師等復職支援事業

ア 未就業薬剤師 未就業薬剤師の 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

復職支援プログ 復職支援プログラ 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ラムの検討 ムの検討に必要な （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

報償費、需用費（印 他の収入金が 保福第１の20号様式

刷製本費、消耗品 あるときは、 保福第１の32号様式

費 、 会 議 費 等 ）、 補助金等の額 別に指示する様式

役務費（通信運搬 の算定に当た



費 等 ）、 使 用 料 及 り、当該寄附

び賃借料（会場借 金その他の収

上 費 等 ）、 旅 費 入金の控除等

を行う。）

イ 復職支援プロ 復職支援プログ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

グラム実施医療 ラム実施医療機関 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

機関及び薬局に 及び薬局に対する （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

対する実習経費 助成金 他の収入金が 保福第１の20号様式

の助成 あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

ウ 復職支援セミ 未就業薬剤師が 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ナーの開催 復職するに当たっ 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

て必要な知識・技 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

術等を習得するた 他の収入金が 保福第１の20号様式

めの研修会の開催 あるときは、 保福第１の32号様式

に必要な報償費、 補助金等の額 別に指示する様式

需用費（印刷製本 の算定に当た

費、消耗品費、会 り、当該寄附

議 費 等 ）、 役 務 費 金その他の収

（通信運搬費等）、 入金の控除等

使用料及び賃借料 を行う。）

（会場借上費等）、

旅費

エ 未就業薬剤師 未就業薬剤師に 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

に対する就業促 対する就業促進及 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

進及び復職支援 び復職支援事業の （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

事業の普及啓発 普及啓発に必要な 他の収入金が 保福第１の20号様式



需用費（印刷製本 あるときは、 保福第１の32号様式

費、消耗品費等） 補助金等の額 別に指示する様式

役務費（通信運搬 の算定に当た

費等）、使用料（広 り、当該寄附

告費）、委託料（上 金その他の収

記経費に該当する 入金の控除等

もの。） を行う。）

(2) 薬剤師登録派遣

事業

ア 薬剤師の求人 薬剤師の求人・ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

・求職情報シス 求職情報システム 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

テム（北海道薬 の運営に必要な需 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

剤師バンク）の 用費（印刷製本費、 他の収入金が 保福第１の20号様式

運営 消耗品費、会議費 あるときは、 保福第１の32号様式

等 ）、 役 務 費 （ 通 補助金等の額 別に指示する様式

信 運 搬 費 等 ）、 使 の算定に当た

用料（システム借 り、当該寄附

上 費 等 ）、 備 品 購 金その他の収

入費、委託料（上 入金の控除等

記経費に該当する を行う。）

もの。）

イ 薬剤師バンク 薬剤師バンク登 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

登録の促進（求 録の促進に必要な 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

人・求職情報登 需用費（印刷製本 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

録の働きかけ） 費、消耗品費等）、 他の収入金が 保福第１の20号様式

役務費（通信運搬 あるときは、 保福第１の32号様式

費等） 補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）



ウ 薬剤師登録派 薬剤師登録派遣 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

遣コーディネー コーディネーター 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ターの設置 の設置に必要な人 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

件費、旅費 他の収入金が 保福第１の20号様式

あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

エ 特に薬剤師の 薬剤師派遣元医 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

確保が困難な地 療機関及び薬局に 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

域の医療機関及 対する助成金 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

び薬局に対する 他の収入金が 保福第１の20号様式

薬剤師派遣（薬 あるときは、 保福第１の32号様式

剤師派遣元医療 補助金等の額 別に指示する様式

機関及び薬局に の算定に当た

対する派遣経費 り、当該寄附

の助成） 金その他の収

入金の控除等

を行う。）

６ 有床診療所等スプ 市町村等（地 平成 26年 10月に スプリンクラ 保福第１の２号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

リンクラー等施設整 方 独立行政法 公布された消防法 ー整備につい 保福第１の16号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

備事業 人 及び地方公 施行令の一部を改 ては、２分の 保福第１の18号様式 保福第467号様式 る日

病院、有床診療所 共 団体の組合 正する政令（平成2 １以内 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

及び入所施設を有す を含む。） 、 6年政令第 333号） 自動火災報知 保福第467号様式 地域医療推

る助産所（以下「有 医 療法人、社 等により新たにス 設備整備につ 別に指示する様式 進局医務薬

床診療所等」とい 会 福祉法人、 プリンクラー設備 いては、10分 務課

う。）において、防 そ の他知事が 等を整備する義務 の10（定額）

火設備を整備するこ 適 当と認める の生じた施設、若

とにより、医療機関 者 しくは設置する義 （寄附金その



の防火体制の充実及 務は生じていない 他の収入金が

び強化を図ることを が、防災対策のた あるときは、

目的として、予算の めに自主的に整備 補助金等の額

範囲内において補助 を実施する施設が の算定に当た

する。 設備を整備するた り、当該寄附

めに必要な次に掲 金その他の収

げる経費 入金の控除等

(1) スプリンクラー を行う。）

（パッケージ型

自動消火設備及

び消防法施行例

第32条の規定に

よりスプリンク

ラー設備の代替

設備を含む。）

整備のために必

要な工事費又は

工事請負費

(2) 自動火災報知設
備整備のために

必要な工事費又

は工事請負費

ただし、次に掲

げる費用について

は、補助の対象外

とする。

(1) 土地の取得又

は整地に要する

費 用

(2) 門、柵、塀及

び造園工事並び

に通路敷設に要

す る 費 用

(3) 設計その他工

事に伴う事務に



要 す る 費用

(4) 既存建物の買

収に要する費用

(5) その他の整備

費として適当と

認められない費

用

７ 薬局継続再開支援 新型コロナ 事業を実施する ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 ウ イルス感染 ために必要な次に 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

新型コロナウイル に より休業を 掲げる経費 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

ス感染症により休業 余 儀なくされ (1) HEPA フィルタ 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

を余儀なくされた薬 た 薬局（中学 ー付空気清浄機 あるときは、 保福第１の32号様式 地域医療推

局に対して、継続・ 校 区に１件の 購入費 補助金等の額 別に指示する様式 進局医務薬

再開の支援を行うこ み 所在するも 備品購入費 の算定に当た 務課

とにより、地域にお のに限る。） (2) HEPA フィルタ り、当該寄附

いて必要な調剤等の ー付パーテーシ 金その他の収

機能を維持すること ョン購入費 入金の控除等

を目的として、予算 備品購入費 を行う。）

の範囲内で補助す (3) 消毒経費
る。 需用費（消耗品

費）、委託料、

使用料及び賃借

料、備品購入費

８ がん検診従事者資 一般社団法 がん検診に従事 ２分の１以内 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部

質向上事業 人 北海道医師 する医師の資質向 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

がん検診に携わる 会 上のための研修を （寄附金その 保福第1の20号様式 別に指示する様式 る日

医師に対する研修を 行う経費のうち、 他の収入金が 保福第1の32号様式 提 出 先 保健福祉部

実施し必要な技能の 知事が必要かつ適 あるときは、 別に指示する様式 健康安全局

習得を図り、がんの 当と認めるもの（報 補助金等の額 地域保健課

早期発見・早期治療 償費、旅費、需用 の算定に当た

の推進に資すること 費 （ 食 糧 費 を 除 り、当該寄付

を目的として、予算 く ）、 役 務 費 、 使 金その他の収

の範囲内において補 用料及び賃借料に 入金の控除等



助する。 限る。） を行う。）

９ 在宅歯科医療連携 一般社団法 在宅歯科医療の 10分の10以内 保福第１の16号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部

室整備事業 人 北海道歯科 推進に資する在宅 保福第１の18号様式 別に指示する様式 提出期限 別に指示す

在宅歯科医療の促 医師会 歯科医療連携室の （寄附金その 保福第１の20号様式 る日

進とその円滑な運営 運営（研修事業含 他の収入金が 保福第１の32号様式 提 出 先 保健福祉部

に向けた基盤整備を む 。） に 必 要 な 次 あるときは、 別に指示する様式 健康安全局

図ることを目的とし に掲げる経費 補助金等の算 地域保健課

て、予算の範囲内に 給料、職員手当等、 定の額の算出

おいて交付する。 共済費、賃金、報 に当たり、当

償費、旅費、需用 該寄附金その

費（会食に要する 他の収入の控

経費を除く。）、役 除等を行う。）

務費、使用料及び

賃借料

10 感染症指定医療機 感染症の予 感染症指定医療 10分の10以内 保福第1の18号様式 保福第1の18号様式 提出部数 １部 総 合 振 興

関運営費補助金 防 及び感染症 機関の運営に必要 保福第1の20号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す 局 長及び

感染症指定医療機 の 患者に対す な経費（需用費（消 （寄附金その 保福第1の32号様式 保福第168号様式 る日 振興局長

関運営費補助金は、 る 医療に関す 耗品費、印刷製本 他の収入金が （申請者が市町村で 保福第169号様式 提 出 先 総合振興局

第一種感染症指定医 る法律（平成1 費、光熱水費、燃 あるときは、 ある場合を除く。） 保福第170号様式 又は振興局

療機関及び第二種感 0年法律第 114 料費、修繕費等）、 補助金等の額 保福第168号様式 の保健環境

染症指定医療機関 号）第 3 8条第 役務費（通信運搬 の算定に当た 保福第169号様式 部保健行政

（医療法第７条第２ ２ 項の規定に 費、手数料、保険 り当該寄附金 保福第170号様式 室又は地域

項に掲げる感染症病 よ り知事が指 料 等 ）、 委 託 料 、 その他の収入 別に指示する様式 保健室

床を有する病院に限 定 した感染症 使用料及び賃借料、 金の控除等を

る。）（以下「感染 指 定医療機関 材料費、備品購入 行う。）

症指定医療機関」と の設置者 費（単価50万円（民

いう。）の運営に要 間団体にあっては3

する費用に対し補助 0万円）未満の備品

することにより、感 に限る。））

染症のまん延の防止

を図り、もって、公

衆衛生の向上に寄与

することを目的とし



て、予算の範囲内に

おいて補助する。

11 不妊治療費等助成 市町村 左記の自治体が ２分の１以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式 提出部数 １部

事業 助成する次の経費 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示す

医療保険対象外の １ 治療費 （寄附金その 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 る日

先進医療として実施 事業の対象とな 他の収入金が 保福第1の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

される治療に要した る者が、医療機関 あるときは、 保福第1の32号様式 子ども政策

費用の一部を助成 において検査・治 補助金の額の 別に指示する様式 局子ども政

し、患者の経済的負 療を受けたときに 算 定 に 当 た 策企画課

担の軽減を図るた 要した治療費。 り、当該寄附

め、予算の範囲内で ２ 交通費 金その他の収

補助する。 (1 ) 事業の対象と 入金の控除等

なる者が、医療 を行う。）

機関において検

査・治療を受け

たときに要した

交通費。

(2 )離島に在住する
事業の対象とな

る者が、島外の

医療機関におい

て検査・治療を

受けたときに要

したフェリー代。

３ 宿泊費

離島に在住する

事業の対象となる

者が、島外の医療

機関において検査

・治療を受けたと

きに要した宿泊費。


